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貸 借 対 照 表 
  

（2026年６月30日現在） 
（単位：千円） 

  

資 産 の 部 負 債 の 部 
流 動 資 産 14,393,672 流 動 負 債 7,762,613 

現 金 及 び 預 金 724,599 業 務 未 払 金 1,788,465 
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 2,238,167 1年内返済予定の長期借入金 214,284 
契 約 資 産 10,980,989 未 払 金 935,693 
前 払 費 用 388,464 未 払 費 用 5,934 
そ の 他 61,451 未 払 法 人 税 等 568,325 

固 定 資 産 7,831,195 未 払 消 費 税 等 1,375,014 
有 形 固 定 資 産 1,827,288 契 約 負 債 1,433,409 

建 物 775,135 預 り 金 424,208 
構 築 物 13,097 前 受 収 益 2,061 
機 械 装 置 154,477 完 成 業 務 補 償 引 当 金 991,000 
車 両 運 搬 具 0 受 注 損 失 引 当 金 19,000 
工 具 、 器 具 及 び 備 品 388,395 資 産 除 去 債 務 4,236 
土 地 496,183 短 期 リ ー ス 資 産 減 損 勘 定 981 

無 形 固 定 資 産 207,063 固 定 負 債 1,171,374 
ソ フ ト ウ エ ア 188,890 長 期 借 入 金 232,153 
電 話 加 入 権 17,752 退 職 給 付 引 当 金 147,070 
そ の 他 420 長 期 リ ー ス 資 産 減 損 勘 定 132 

投 資 そ の 他 の 資 産 5,796,842 資 産 除 去 債 務 215,469 
投 資 有 価 証 券 1,129,425 繰 延 税 金 負 債 559,800 
関 係 会 社 株 式 948,015 そ の 他 16,748 
関 係 会 社 出 資 金 45,238 負 債 合 計 8,933,987 
前 払 年 金 費 用 2,718,607 純 資 産 の 部 
長 期 前 払 費 用 37,374 株 主 資 本 12,652,263 
敷 金 及 び 保 証 金 907,872 資 本 金 1,399,000 
そ の 他 10,310 資 本 剰 余 金 2,483,707 

資 本 準 備 金 518,460 
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,965,247 

利 益 剰 余 金 8,769,556 
そ の 他 利 益 剰 余 金 8,769,556 

別 途 積 立 金 1,300,000 
繰 越 利 益 剰 余 金 7,469,556 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 638,615 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 633,623 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 4,992 
純 資 産 合 計 13,290,879 

資 産 合 計 22,224,867 負 債 純 資 産 合 計 22,224,867 
  

（注）記載金額は千円未満を切り捨て表示しております。  
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損 益 計 算 書 
  

（自 
至 

2025 
2026 

年 
年 

７ 
６ 

月 
月 

１ 
30 

日 
日 ）

（単位：千円） 
  

科目 金額 

売 上 高  36,344,815 

売 上 原 価  25,791,973 

売 上 総 利 益  10,552,842 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  9,413,697 

営 業 利 益  1,139,145 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 5,332  

受 取 配 当 金 72,567  

受 取 事 務 手 数 料 73,768  

雑 収 入 64,693 216,361 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 78,675  

固 定 資 産 除 却 損 4,769  

雑 支 出 7,933 91,378 

経 常 利 益  1,264,128 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 1,095 1,095 

特 別 損 失   

関 係 会 社 株 式 売 却 損 6,165 6,165 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,259,058 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 542,639  

法 人 税 等 調 整 額 △150,278 392,361 

当 期 純 利 益  866,696 
  

（注）記載金額は千円未満を切り捨て表示しております。   
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株主資本等変動計算書 
  

（自 
至 

2025 
2026 

年 
年 

７ 
６ 

月 
月 

１ 
30 

日 
日 ） 

（単位：千円） 
  

 

株    主    資    本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資 本 準 備 金 そ  の  他 
資 本 剰 余 金 

資 本 剰 余 金 
合 計 

そ の 他 利 益 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
合 計 別 途 積 立 金 繰 越 利 益 

剰 余 金 

当 期 首 残 高 1,399,000 518,460 1,965,247 2,483,707 1,300,000 7,261,619 8,561,619 

当 期 変 動 額        

剰 余 金 の 配 当      △658,760 △658,760 

当 期 純 利 益      866,696 866,696 
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）        

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― 207,936 207,936 

当 期 末 残 高 1,399,000 518,460 1,965,247 2,483,707 1,300,000 7,469,556 8,769,556 

 

 
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 
株 主 資 本 合 計 そ の 他 有 価 証 券 

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 
評価・換算差額等 
合 計 

当 期 首 残 高 12,444,326 416,133 ― 416,133 12,860,459 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当 △658,760    △658,760 

当 期 純 利 益 866,696    866,696 
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）  217,490 4,992 222,482 222,482 

当 期 変 動 額 合 計 207,936 217,490 4,992 222,482 430,419 

当 期 末 残 高 12,652,263 633,623 4,992 638,615 13,290,879 
  

（注）記載金額は千円未満を切り捨て表示しております。 
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個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 
有価証券の評価基準及び評価方法 
①子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用しております。 
②その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 
期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 
２．固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産 

定額法 
 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         ３～50年 
工具、器具及び備品  ３～20年 

（2）無形固定資産 
    定額法 
     自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）による定額法を採用しており 

ます。 
３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

４．引当金の計上基準 
（1）完成業務補償引当金 

 完成業務に係る契約不適合等の費用に充てるため、当事業年度末において見込まれる完成業務の補償額を計上
しております。 

（2）受注損失引当金 
 受注業務に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における手持業務のうち損失の発生が見込まれ、かつ、
その金額を合理的に見積ることができる場合、損失見込額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 
 従業員、執行役員及び契約社員の退職金の支給に備えるため設定しております。従業員部分については、従業
員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま
す。 
 なお、当事業年度末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から未認識数理計算上の差異等を控除した
額を超過する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上しております。 
①退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期
間定額基準によっております。 

②数理計算上の差異の費用処理方法 
 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。  

③簡便法の採用 
 執行役員及び契約社員の退職慰労金制度は、退職給付債務及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

５．収益及び費用の計上基準 
  当社は、総合建設コンサルタント事業として、社会資本整備に関するコンサルタント業務のうち、調査・計 

画・設計・工事監理などの総合的な技術サービスの提供を行っております。 
 これらの取引については、原則として、一定期間にわたり履行義務を充足することから、履行義務の充足に係
る進捗度を合理的に測定できる場合にはその進捗度に応じて収益を認識し、業務の進捗度を合理的に測定できな
いものの発生する費用を回収することが見込まれる場合については、原価回収基準に基づいて収益を認識してお
ります。 
 また、業務の進捗に応じて主として設計図面等の他に転用できない資産が創出され、かつ完了した部分の支払
を受ける強制可能な権利を有すると考えられるため、進捗度の見積りの方法は見積総原価に対する実際原価の割
合（コストに基づくインプット法）によっております。 

  取引の対価は、主として履行義務の充足時点から１年以内に受領しております。なお、一部の取引において前 
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受金を収受しておりますが、重要な金融要素は含んでおりません。 
 
６．ヘッジ会計の方法 
  ①ヘッジ会計の方法 
    繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合には振 
   当処理によっております。 
  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
    ヘッジ手段…為替予約 
    ヘッジ対象…外貨建債務及び外貨建予定取引 
  ③ヘッジ方針 
    デリバティブ管理基準に基づき、為替相場変動リスクを回避する目的で実需に基づくものを対象として、為替 

予約取引を行っております。なお、投機目的のための取引は行わない方針であります。 
  ④ヘッジ有効性の評価方法 
    外賀建予定取引に係る為替予約については、予定取引の主要な取引条件の予測可能性及びその実行可能性を検 
   討し、有効性評価を行っております。ただし、振当処理によっている外貨建債務に係る為替予約取引については、 
   有効性の評価を省略しております。 
 
（表示方法の変更に関する注記） 

損益計算書 
  前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「補助金収入」は金額的重要性が乏しくなったた 

め、当事業年度においては「その他」に含めて表示しております。 
 
（収益認識に関する注記） 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 
  「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 
 
（会計上の見積りに関する注記） 

１．売上高 
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 

 当事業年度 
売上高 36,344,815千円 

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 
   進捗度を合理的に見積ることができる場合は進捗度に基づいて収益を認識し、進捗度を合理的に見積もることが

できないものの発生する費用を回収することが見込まれる場合は、進捗度を合理的に見積もることができるように
なるまで原価回収基準で収益を認識しております。なお、進捗度の見積りの方法はコストに基づくインプット法(見
積総原価に対する発生原価の割合)によっており、また顧客との一定の合意に基づいた取引価格を基礎として、収益
を認識しております。 

当社の受注業務における総原価の見積りは、基本的な仕様や作業内容に関する顧客の指図に基づいて取引毎に行
われております。また、当該業務内容や工期の変更が識別された際には、適時に受注金額及び総原価の見積りに反
映しております。 

但し、現時点で想定しえなかった新たな事実や状況の変化が識別され、原価総額の見積りや契約における受注金
額等が変動した場合、翌事業年度において売上高の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 
２．完成業務補償引当金 
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 

 当事業年度 
完成業務補償引当金 991,000千円 

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 
   完成業務補償引当金につきましては、完成業務に係る契約不適合責任の追完請求に備えて、過去の完成業務高に

対する追加原価発生率により、当事業年度の完成業務高に対する将来の見積補償額を完成業務補償引当金として計
上しております。 
 なお、当事業年度末時点における完成業務補償引当金の大部分は特定の業務における将来の見積補償額でありま 
す。当事業年度末時点で判明している契約不適合責任に係る追完請求に対し、過去の施工実績、外部機関等と検討 
した補修方法及び補修に要する費用の見積り額で算定しております。 
 完成業務補償引当金の算定において、将来の影響を客観的に見積ることは困難ではありますが、期末時点で入手 
可能な情報をもとに会計上の見積りを行っております。但し、会計上の見積りに用いた仮定は過去の完成業務補償 
発生率を基礎とした数値に基づいていること等の不確実性があり、追完請求の発生状況等の変化により、翌事業年 
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度において完成業務補償引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。 
３．受注損失引当金 
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 

 当事業年度 
受注損失引当金 19,000千円 

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 
   受注業務の損失に備えるため、当事業年度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積る 
  ことが可能なものについて、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失額を計上しております。 
   受注損失引当金の算定に当たっては、業務着手時に契約内容等に基づき当該業務の原価総額の見積りを行い、原 

価総額が受注金額を上回ると予想される場合には受注損失引当金の計上が必要と判断しております。また、当該業 
務を進める中で現時点で想定しえなかった新たな事実や状況の変化が識別され、原価総額の見積りに変動が生じた 
場合、追加で引当が発生する可能性があり、翌事業年度において受注損失引当金の金額に重要な影響を与える可能 
性があります。 

４．繰延税金資産の回収可能性 
 (1)当事業年度の計算書類に計上した金額 

 当事業年度 
繰延税金負債 559,800千円 

   なお、上記繰延税金負債は繰延税金資産と相殺後の金額を表示しております。 
 (2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 
   当社は繰延税金資産について、将来の業績見通し及びタックス・プランニングに基づき将来の一定期間の課税所得 
  を見積り、また将来減算一時差異については個別に解消時期を判断し、一定期間に解消が見込まれると見積もられる 

将来減算一時差異に係る繰延税金資産については回収可能性が高いと判断しております。 
 将来の市場環境の変化などにより、将来の課税所得が想定から大きく変動し繰延税金資産の回収可能性が大きく変 
動する場合や、税率の改正がある場合、将来の繰延税金資産の計上額に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 
（貸借対照表に関する注記） 
 
１．有形固定資産の減価償却累計額 3,310,240千円 
２．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 31,545千円 
短期金銭債務 79,853千円 

 
（損益計算書に関する注記） 

 関係会社との取引高 
（1）営業取引 919,010千円 
（2）営業取引以外の取引 135,010千円 
 
 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 
    普通株式    7,660,000株 
 
２．剰余金の配当に関する事項 
（1）配当金支払額等 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2026年５月26日 
臨時株主総会 

普通株式 658,760 86 ― 2026年５月29日 

 
（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
    該当事項はありません。 
 
３．自己株式の数に関する事項 
    該当事項はありません。 
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（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 
（1）金融商品に対する取組方針 

 資金運用については、一時的な余資について安全性の高い金融資産に限定し、又、資金調達については、運転
資金を銀行借入による方針であります。デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務に対する為替変動リスク並び
に借入金の金利変動リスクをリスクヘッジする目的に限定し、投機的な取引は行わない方針であります。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、販売管理規定に従
い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行ってリスクの軽減を図っております。又、外貨建の営業債権は為替
の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ管理基準に従い、必要に応じ先物為替予約を行う方針であり
ます。 
 投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の
株式であり、定期的に時価を把握するとともに発行体の財務状況を把握しております。 
 営業債務である業務未払金、未払金、未払法人税等、未払消費税等、預り金は、そのほとんどが１年以内の支
払期日であります。 
 長期借入金は、主に事業を行うために必要な資金の調達を目的としたものであります。変動金利の借入金は、
金利の変動リスクに晒されておりますが、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別
契約ごとにデリバティブ取引(金利スワップ取引)をヘッジ手段として利用しております。なお、ヘッジの有効性
の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を
省略しております。 
 デリバティブ取引は、外貨建債務及び外貨建予定取引に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とし
た為替予約取引であります。デリバティブ取引の執行及び管理については、取引権限を定めたデリバティブ管理
基準に従っております。また、デリバティブの利用にあたっては信用リスクを軽減するために、格付けの高い金
融機関とのみ取引を行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ
の有効性の評価方法等については、前述の財務諸表「注記事項（重要な会計方針に係る事項に関する注記）６．
ヘッジ会計の方法」をご参照ください。 
 営業債務や借入金は流動性リスクに晒されておりますが、月次で資金計画を作成する等の方法により管理して
おります。 

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま
れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。又、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体
がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 
 

２．金融商品の時価等に関する事項 
 2026年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

  

 貸借対照表 
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

投資有価証券    
その他有価証券 1,031,915 1,031,915 ― 

 長期借入金（※３）（※４） 446,437 446,437 ― 
 デリバティブ取引 （※５） 10,546 10,546 ― 

  

（※１）「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「業務未払金」「未払金」「未払法人税等」「未払消費税等」 
「預り金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものである 
ことから、記載を省略しております。 

（※２）市場価格のない株式等は、「投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。当該金融商品の貸借対 
照表計上額は以下のとおりであります。 

  

区分 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式等 97,510 

関係会社株式 948,015 

  関係会社出資金 45,238 
  

（※３）長期借入金には１年内返済予定の長期借入金が含まれております。 
（※４）変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価が帳簿価額に近似することから、当該帳

簿価額によっております。 
（※５）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産 （千円）

 
未払費用 8,840
未払事業税等 49,566
受注損失引当金 5,985
完成業務補償引当金 312,165
退職給付引当金 46,327
株式報酬費用 33,515
退職給付信託設定額 72,499
投資有価証券評価損 18,647
減価償却超過額 8,007
資産除去債務 69,207
減損損失 85,527
その他 8,826
繰延税金資産小計 719,115
評価性引当額 △94,023

繰延税金資産合計 625,091
繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △281,749
繰延ヘッジ損益(評価益) △2,295
有形固定資産（資産除去債務対応分） △22,496
退職給付信託設定益 △21,989
前払年金費用 △856,361

繰延税金負債合計 △1,184,891
繰延税金資産(負債)の純額 △559,800

 
（関連当事者との取引に関する注記） 

 該当事項はありません。 
 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額 1,735円10銭
２．１株当たり当期純利益 113円15銭

 
（重要な後発事象に関する注記） 

 該当事項はありません。 
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